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要約 本研究では,地域の学校で学ぶ難聴児の保護者に対して面接調査を実施し,難聴児の教育的支援の実態とそ

の課題について検討を行った。多様化する難聴児と保護者のニーズに応えるために,難聴学級担当教員の専門

性の向上や通常学級担任の理解と指導力が必要とされる。今後は,保護者,地域の学校,専門機関などの連携

を深めながら,難聴児とその保護者のニーズに応じた支援に対応できる教育体制の構築が求められることが明

らかにされた。

Keywords : 聴覚障害,難聴児,保護者のニーズ,インテグレーション・インクルージョン,特別支援教育

1.問題と目的 員の専門性,学校の教育体制などの見直しが必要であ

聴覚障害の早期発見や補聴器の技術進歩,早期教育 るとされる。また,学校での教育支援と難聴児本人や

の普及などに伴い,児童・生徒の特性や個性に合った その保護者の求めるものとの間には異なる場合もある

教育支援が求められるようになった。近年では,ノー と考えられる。

マライゼーションの考えが広まる中で,障害のある子 そこで本研究では,難聴児を地域の学校で学ばせて

どもをもつ保護者が地域の学校への転入学を希望し, いる保護者に対して,実際に行われている教育的支援

行政や教育現場に対してそれを実現するための環境 についてどのような考えを持っているか,またどのよ

整備を行うように働きかける試みが進められている うな具体的要求があるかということについて面接によ

(四日市, 1996 ; 村上, 1996 ; 小畑,2000)。 る調査を行う。調査結果をもとに,難聴児を受けてい

聴覚障害のある子どもを地域の学校で学ばせたいと る学校の教育支援の実態を明らかにするとともに,今

願う保護者の多くは,将来,聴者が多数を占める一般 後の課題について検討することを目的とする。

社会でたくましく生きていくために必要な生きる力や

社会性を育てたいと頻っている。しかし,地域の学校 2.方法

で学ぶ際,難聴児が着実に社会性を高めていくために (1)面接対象者

は,地域の学校に就学した後でどのような教育的支援 面接対象者は,学校における教育的支援の現状を調

が行われるかということが非常に重要である。 査する対象として,難聴児をもち,その子どもを地域

地域の学校での支援や通常学級での支援の状況は の幼稚園や小・中・高等学校へ通わせている保護者

学校によって異なるが,最も重要とされる課題は,コ (母親)5名とした。 5名の保護者の子どもの学年と

ミュニケーション方法と情報保障である(南村, 2001 ; 性別はそれぞれ以下のとおりである。

2003)。この問題を解決していくために,視覚的教材 ・大学2年生 女子

の多用化や情報保障の徹底により難聴児が他の児童・ ・高校1年生 男子

生徒と情報や感情を共有できる条件を教育の現場に設 ・聾学校高等部1年生 女子

定することが必要とされる。学校生活における他者と ・中学1年生 男子

のコミュニケーションを円滑にさせることで難聴児と ・小学5年生 女子

教員・児童生徒だちとの意思の疎通を図り,様々な多 (2)調査内容および手続き

くの体験を通して,学習や各種体験を深められていく。 保護者に対して,子どもの教育暦とその時に幼稚園

また,コミュニケーションや情報保障を充実させるこ や小・中・高等学校で行われてきた教育的支援の具体

とにより,難聴児の授業理解が深まることの他,心理 的な内容と問題点,要望などを面接により調査した。

的な安定性が図られていく。 面接は個別的に行い,保護者1名につき3~4時間で

しかし,現状としては,難聴児が在籍する地域の学 あった。

校において,コミュニケーション・情報保障,心理的 (3)質問項目

支援などの教育支援を積極的に推進されている学校は 主な質問項目はそれぞれ以下のとおりである。

少ない。難聴児の教育支援については課題が多く,教 ・子どもの教育暦。
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・地域の学校へ入学させることについてどのように せて話してもらうことや補聴器の管理についてお願い

考えたか。 するというものであった。そのため保育者(幼稚園教

・地域の学校への入学に際し,学校側へどのような 諭や保育士)がどれだけ難聴児の立場になって支援を

支援を希望したか。 行うことができるかが難聴児への支援の鍵となってい

・幼稚園・保育園での支援について(学級での取り た。しかし,実際には保護者の要望以外の支援が実施

組みと,園全体での取り組み)。 されることはあまりなく,支援も情報も少ない園生活

・小学校での支援について(学級での取り組みと, を送るための保護者と難聴児本人の努力は並大抵のも

学校全体での取り組み)。 ではなかったことが推測される。園の中では難聴児は

・中学校での支援について(学級での取り組みと, 自分以外の人の行動に目を見張り,今何をしているか,

学校全体での取り組み)。 何を話しているか,これから何をしようとするかなど,

・高等学校での支援について(学級での取り組みと, 周囲の様子を注意深く見なければならない。また保護

学校全体での取り組み)。 者は園での子どもの様子を詳しく知っておく必要があっ

・地域の学校での支援に満足しているか。 た。そのために毎日の連絡帳(お便り帳)を利用する

・今後どのような支援を望むか。 保護者は多く,連絡を密接にすることで園との連携を

図り,園の一日のできごとと子どもの様子を把握する

3.結果と考察 ことができた。しかし園が保護者との連携を全く図ろ

調査の結果から明らかになった難聴児への支援の状 うとしない場合,保護者には全く情報が入ってこなく

況を教育段階別にまとめると共に考察を述べていく。 なってしまう。幼い難聴児へは支援があったとしても

(1)子どもの教育暦 充分に情報が伝わっているとは考えられないので,保

面接した保護者の子どもたちのほとんどが,聴力が 護者へも情報が入ってこない場合,園生活での経験を

100 d B前後である高度難聴児であった。5人全員が 目常生活に生かし難聴児ヘフィードバックさせること

難聴幼児通園施設,病院,聾学校教育相談や幼稚部な はきわめて困難である。また,園生活に繰り返し出て

ど専門機関での教育を経て,幼稚園・保育園から地域 くる歌やお遊戯の練習も家庭で行うことができない。

の園へ入園していた。聴覚障害の早期発見と,難聴児 保育者と保護者の連携こそ,幼児期の難聴児の支援に

に対する聞こえやコミュニケーション・言葉の発達が 最も必要なものではないかと推察された。

促進される専門機関での早期教育が,難聴児自身の可 支援や情報が少なくても,難聴児のほとんどは,慣

能性を伸ばす上で非常に重要な役割を果たしていた。 れるにしたがって園生活を楽しむようになる。多くの

また難聴児のその後の保育や教育に関して不安を持つ 子どもと様々な体験や出会いができることは,難聴児

保護者にとっては専門機関での相談の必要性は高いと の知的好奇心を満足させ経験を豊かにするために有効

考えられ,専門機関に相談することで不安が和らいだ である。幼い子ども同士は身振りや表情などの身体表

り,専門機関からのアドバイスにより地域の学校への 現によってコミュニケーションが成立することが多い

就学を決意したヶ-スもあった。 ため,友達との関わりで大きな困難はない。地域の幼

小学校は全員地域の学校へ通い,3名は通常学級に 稚園や保育園では,同じ地域の小学校へ通う子どもが

在籍した。そのうち2名は難聴学校において通級指導 多いため,ここでの伸び伸びとした友人関係やコミュ

を受けていた。残りの2名については,1名は通級に ニケーションの経験が,保護者にとって地域の小学校

よる指導の実施前に難聴学級に入学し,1名は特殊学 へ入学する後押しとなるとも考えられた。

級に在籍していた。現在小学生である1名を除き,中 また,幼稚園・保育園へ通園しながら専門機関へ通

学校も4名とも地域の中学校へ通い,1名が難聴学級, うヶ-スは多く,園を早退して,もしくは園が終わっ

3名は通常学級に在籍していた。この3名のうち,2 てから専門的な指導を受けていた。そのため子どもが

名は全く専門的指導を受けておらず,巡回による指導 帰宅後に自由に友達と遊ぶ時間はあまりなく,遊びを

を受けていた1名についても,在学中に実施が始まっ 通した様々な経験が少ないと感じている保護者もいた。

た通級による指導を一時的に受け,途中でやめていた。 幼児期の子どもが豊かな経験を得るために遊びは必要

小学校では専門的な指導や支援を受けていても,中学 不可欠であるので,幼稚園・保育園にいる間だけでも

校では受けていないヶ-スがあることが明らかになっ 大勢の子どもと遊ぶことができるということは意義の

だ。インテグレーションは進んでも学校側の体制が整っ あることである。保護者は園生活における具体的な支

ていない現状では,一般的にもこのようなヶ-スが多 援を求めている一方で,まずよく遊び仲の良い友達関

いのではないかと予想される。 係を作ってほしい,いろいろなことを体験してほしい

(2)地域の幼稚園・保育園での支援 という願いも持っているのではないかと推察される。

地域の幼稚園・保育園への人園に際して,保護者か (3)地域の小学校での支援

ら園への支援の要求はあまりせず,子どもに口元を見 難聴児5名とも地域の幼稚園・保育園へ通園してい
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だ自然な流れで,そのまま地域の小学校へ入学してい を先取りで行い,保護者はより理解を求めるために担

た。保護者が聾学校小学部への入学を初めから視野に 任に難聴理解の本を渡すなどの働きかけをしていた。

入れていなかったヶ-スもあり,児童数の少ない聾学 少しでも安定した,安心のできる学校生活が送れるよ

校よりも,友達と通うことのできる自分の住んでいる うにするために,家庭での母と子の努力は,学校で情

「地域」の学校で子どもを学ばせる方が保護者にとっ 報をリアルタイムで受け取っている健聴児と同じ理解

ては自然な流れと感じられるのではないかと考える。 を得るために非常に重要な意味をもち,欠かすことの

入学に際し学校側と支援に関する綿密な話し合いがな できない学校生活の基盤になっていると考えられる。

されたヶ-スは少なく,学校全体よりも学級担任との 学校全体の支援は行事での情報保障が中心であり,

連携が重要視されていた。特に学校生活の中心となる 保護者からの要望で音の聴き取りやすい環境を整える

通常学級の担任の存在は大きく,通常学級担任と保護 取り組みが行われることは稀である。また,情報保障

者との関係が子どもへの支援を左右している様であっ に関して,保護者が学校でのノートテイクや手話通訳

た。 を提案しても子どもたちは嫌がるヶ-スがあり,まだ

難聴学級・難聴教室担任と通常学級担任の連携がで 必要性を感じていないという理由の他にも,皆と同じ

きている場合,難聴の理解や難聴児の指導における留 ように普通にしていたかったという理由もあるのでは

意事項について通常学級担任の理解が得られやすく, ないかと推測される。情報保障により難聴児に伝わる

担任と難聴児との関係が良好に作られることにつなが 情報の量が増えても,本人がその手段を便利だと感じ

る。ノートテイクや手話通訳といった特別な情報保障 る以前に心理的に負担を感じるようなことはあっては

はなくても,板書の活用や印刷物の多用などで難聴児 ならない。支援のある学級でも,情報がきちんと伝わ

が他の児童と同様の環境で学べるようにサポートしよ るような充分な支援がされているとは言い切れないが,

うとする努力が見られた。 それでも学校生活を楽しいと感じている難聴児が多い。

一方,難聴学級・難聴教室担任と通常学級担任の繋 情報以上に学校生活の中で身をもって学び経験してい

がりがあまりない場合,保護者が子どもへの支援を理 ることの重要性が推察された。

解してもらうために通常学級担任へ働きかけなければ (4)地域の中学校での支援

ならず,繋がりがある場合に比べてその苦労はより大 保護者は地域の中学校への入学に関し,学習面と他

きなものになっていると推測された。難聴児に対して の小学校から入学してくる生徒と難聴児との関わりに

誤解を持っている教師や理解の足りない教師の場合, ついて不安を感じていた。入学前の話し合いで保護者

学級の雰囲気も良いものではなく,担任の難聴児への が具体的な内容を提示し,教育的な支援を依頼したヶ-

支援のない接し方が,その様子を見ている他の児童ヘ スと,そうでないケース,また小学校と中学校の間で

も影響を与えていた。このような場合は難聴児本人も 学校同士の連携があったヶ一スと,それぞれ中学校生

担任への信頼感は薄く,友達関係で悩むことも多かっ 活のスタートの仕方は異なるが,いずれの場合もあま

た。 り細かな支援は見られなかった。入学前に保護者と学

通常学級担任が難聴学級・難聴教室担任や保護者の 校とが話し合いをしてもそれが生かされる間もなく入

話をじっくり聞く機会を作り,柔軟に二-ズに応えて 学式を迎えてしまい,結局学校側は体制を整えること

いこうと自ら働きかける姿勢が保護者に安心感を与え, ができていないのではないかと推察された。聴き取り,

保護者も子どものことを話しやすくなると推察する。 口唇の読み取りの難しい英語科については,普段の授

学級担任と保護者の話し合いの中から支援は生まれる 業では支援はなくてもテストのリスニング問題では支

ため,両者が対等に信頼できる関係を築くことが結果 援がなされていた。一方,音楽科の授業では支援の方

的に子どもの学校生活へも良い影響を与える。 法が見つかっておらず,とくに合唱では本人の努力に

学級で支援がある場合,話し方や席の配置,板書の 頼る場合が多かった。

活用,印刷物の多用,連絡事項のメモ書きが支援の中 教科担任制である中学校では,教科担任ごとに授業

心である。学級ではこれらの支援を手助けに,難聴児 の形式や板書の量,教師の話し方がその都度変わるた

は自分の今いる状況を判断しようとするが,それでも め,支援が一貫して行われるためには担当教師が全て

口話による情報がほとんどであるため,それを読み取 の教師に難聴児への支援のあり方を指導する必要があ

ることができない場合,難聴児に伝わる情報はごくわ る。もしくは難聴児の学級担任が,保護者や木人から

ずかになってしまったり,時間差ができてしまったり の希望を,責任をもって他の教師へ伝えなければなら

する。やはり言語力やコミュニケーション能力が充分 ないと考えられる。

に備わっている難聴児であっても,授業中の健聴児の 難聴児と他の生徒の関わ叫こついて,他の小学校か

自然な形のコミュニケーションについていくことは難 ら入学してきた生徒は難聴児との関わり方に戸惑って

しいという現状があることが確認された。学校でのこ いるのではないかと保護者は感じていた。小学校に比

のような状況に対応するために難聴児本人は家庭学習 べ生徒数が多く友人関係がグループ化する中学校では。
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多くの生徒が人間関係で悩みを持っていて自分のこと 護者や難聴学級・難聴教室の担任の働きかけがあって

で精一杯であることが推察された。人間関係が複雑に 初めて支援が検討される場合が多く,地域の学校が学

なるこの年代では,難聴児にとって「困った時は誰か 校全体で積極的に支援に取り組んでいくまでに時間差

に聞く」という行為も簡単にできることではない。友 があった。支援がない間も難聴児は毎日学校に通うた

人関係について心配をする保護者の声は多く,聴こえ め,その時間差を埋めなければならない。そのために

ない,聴こえにくいという状況を学級内の生徒が理解 は保護者と学校(学級担任),難聴児本人との連携が

するように学級担任が指導することを保護者は望んで 密接に図られることが望ましい。保護者はどの教育段

いた。 階においても,学校側へ支援を細かく希望することが

難聴児に情報が伝わりにくい現状が改善されるよう ためらわれ,なかなか本当の思いを伝えることができ

な支援は充分にないが,保護者からは多く要望を出し ないという現状がある。一方,細かく支援を求めるこ

にくく,保護者は仕方がないと思わざるを得ない現状 とは教育上得策ではないと考える保護者も多かった。

があった。また,通常学級では支援がなくて当たり前 どのような場合でも話を聞いてくれ,問題を一緒に考

であると割り切っている保護者もいた。難聴児の性格 え解決していこうとする教師には保護者は安心して子

にもよるが,難聴児本人が直接教師に支援を希望する どもを預けることができる。教育的支援は子どもの年

ことも難しく,一貫した支援体制のもとで教育を受け 齢によって変化していくため,変化するニーズに柔軟

ることができていなかった。学校の体制を改善してい に対応することができる教師が求められている。難聴

くことは大変時間がかかることであると推察されるが, 児と学級担任の間に信頼感がなければどんな支援も難

その第一歩として,まず難聴児本人が情報の少なさを 聴児には受け入れがたくなるため,通常学級担任は学

当たり前と感じずに,情報が必要であれば求めていか 習環境や情報保障を整えることが全てではないという

なければならないのと同時に,難聴児がそのように行 ことを理解し,難聴児とその保護者の立場に立って支

動できるように心理的,物理的にサポートする教師の 援を考えることが必要である。

存在が必要である。小学校と比べ中学校では保護者が

学校での子どもの様子を知る機会や学校と連絡をとる 4.総合的考察

ことも少なくなり,行事などで大勢の中の我が子をみ 木研究を通して,難聴児に対する教育的支援とは難

た時に初めて,我が子の得ている情報の薄さを知ると 聴児だけでなく,保護者のニーズと学校側の感じる必

いう場合もある。あらゆる場面で情報量が格段に増え 要性が合致して初めて実践に移されるものであり,物

ている中学校生活において,情報がきちんと子どもに 理的,環境的に支援が為されれば良いというものでは

伝わっているということは,保護者へも大きな安心感 ないということがわかった。難聴児を受け入れる地域

を与えると考えられる。 の学校と通常学級で,児童生徒・教職員のすべてに難

(5)高等学校での支援 聴児の理解を定着させ,学校の構成員の一員として共

中学校からの働きかけで,公立高校,私立高校とも に認め合い,同等の関係を築くことが必要である。同

に入学試験では英語科の試験について支援が行われて 等の関係を築くことは学校と保護者にも言えることで

いた。これは中学校で行われていた英語科のリスニン あり,難聴児が自分から必要な支援を求めることがで

グ問題に対する支援が高校入試でも採用された形であ きるようになるまでは,保護者と学校(学級担任)と

る。入学前に最低限の支援について話したが実際はあ の連携が難聴児の学校生活を支えると推察される。保

まり行われていなかった事例や,支援について話して 護者と学校(学級担任)との連携がスムーズである事

いなかったが入学式から情報保障が行われていた事悧 例では,互いの考え方を話し合える関係ができている

では,学校が支援に取り組む姿勢の違いが顕著に表れ ので,二-ズとその対応との間に大きなずれがあるよ

ている。学校の雰囲気や指導方針を方向付ける学校長 うには見えなかった。今回は学校と保護者との関係が

の理解や難聴生徒への支援についての関心の高低が, 円滑である事例がほとんどであったが,難聴学級・難

このような違いを生む結果となったのではないかと推 聴教室が未設置の学校や地域が多い現状では,地域の

測された。教科によっては板書による情報もない場合 学校以外で専門的な指導を受けていない難聴児もいる

があり,友達にノートを借りて授業内容を確認するこ ということも考えられる。そのため実際は難聴学級・

とが多かった。しかし何度も友達に頼むことは難聴生 難聴教室の教育的,心理的支援もなく,通常学級で周

徒本人にとっても負担になるため,高度な学習内容を 囲と良好な関係を築くことが困難である難聴児や保護

学ぶには厳しすぎるこのような学習環境をどう受け止 者も多いのではないかと推測される。保護者と学校側

めているのかを明らかにし,難聴生徒のニーズにあっ に支援に対する温度差がある場合,保護者の望みと学

た支援を考える必要がある。 校の対応は平行線を辿り,双方の考え方が交わり環境

(6)今後地域の学校へ望むこと が整えられるまでにはかなりの時間を要する。難聴児

全体を通し,地域の学校での難聴児の学習環境は保 教育に関する専門的機関との連携がない場合は,地域
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の学校の校長・教頭などの管理職の教員が自らリーダー て異なる「適切な支援」を知るために,通常学級の担

シップを取り,学校全体で一貫した支援を行う姿勢を 任は本人や保護者と面接をする,難聴学級・難聴教室

作ることから始め,難聴児を受け持つ学級担任には難 担当教員の指導のもと難聴児の聴力や聴こえ方につい

聴理解の勉強の機会を与えることが必要であると考え て理解する,日常の生活の中で難聴児の行動をよく観

る。 察するなどして,難聴児の実態を明確に把握すること

今回調査した保護者の中でも,ようやくノーマライ ができると良い。また,難聴学級・難聴教室担当教員

ゼーションの考え方が広まりつつあった頃に子どもを は,連携が図りにくいという状態である他校通級の難

地域の学校へ通わせていた保護者と,地域の学校への 聴児の在籍学校とも日頃から文書や電話で連絡を取り

インテグレーション・インクルーションが一般化して 合うだけでなく,児童の在籍学校を訪問する機会を作

きた近年になってから子どもが入学を迎えた保護者と り,学級集団の中での難聴児の様子を把握することが

では,学校への支援の希望の強さが異なっていた。地 できると良い。保護者と難聴教室・難聴学級担当教員

域の学校へ通うことに意義があった時代から,地域の が望むように,支援に対して受身になることなく,自

学校で学ぶことに重きを置く時代へ変化し,支援への 分から障害の説明ができ,周囲へ協力をお願いできる

希望も強くなってきている。受け入れ側である学校の よう難聴児に指導するためには,難聴児の保護者と地

意識と理解も,「こんな子が入学しては困る」,「どう 域の学校が協力していかなければならない。

扱ってよいかわからないので受け入れられない」,「聴 難聴学級や難聴教室を併設していない学校では,イ

こえない子どもは別の機関で教育を受けるのが当然で ンテグレーションの増加に対し,学校側の受け入れ体

ある」(南村, 2003)といった意識は薄れ,保護者の 制が整っていないという現実がある一方で,新たな特

ニーズに耳を傾け柔軟に変化する傾向にあり,難聴児 別支援教育の制度が施行されようとしている。特別支

も共に受け入れて,その子どもに必要なことを行って 援教育の在り方に関する調査研究協力者会議の答申で

いこうとする姿勢が見られる。こうした意識改革と理 は,障害の種類にとらわれずに,地域において障害の

解は難聴児の保護者にとって励みになる。それでも学 ある子どもたちの教育を行えるように柔軟な形態で指

校へ支援を要望することに対し後ろめたさを感じる保 導を行うインクルージョン教育の長所が述べられてい

護者は多い。中途半端な受け入れ態勢の中では,当然 るが,木当に難聴児にとってメリットのある教育改革

に必要な支援も「特別な扱い」のように感じざるを得 であると言い切れない部分もある。

ず,保護者が要望を躊躇してしまう。また難聴児の年 難聴学級・難聴教室が廃止され特別支援教室に移行

齢が高くなるにつれ,冨田・鷲尾(1999)の調査のよ すると,一つの教室に異なる障害を持つ児童・生徒が

うに,周囲へ自分から働きかけて支援を要求しなけれ 通級してくることになり,特別支援教室担当教員がこ

ばならない場面でも,「頼みにくい」という周囲に対 れまで担当してきた分野以外の障害のある子どもも指

する接しにくさを感じているという問題も無視するこ 導しなくてはならなくなる。 しかし専門的な知識のな

とはできない。周囲の状況がわかりにくいという環境 い教員では,個々の障害に合わせた専門的な指導がで

が目常的なものになってしまわぬよう,教師と難聴児 きるとは考えにくい。一人ひとりのニーズに合った適

及び周囲の子どもと難聴児の相互関係を築くことが必 切な支援を行う教室であることが前提だが,逆に子ど

要である。 もたちの適切な支援を受ける権利を奪う結果になる可

教育支援に積極的な姿勢で臨んでいる学校であって 能性がある。また,現在より難聴児が通常学級で過ご

も,情報保障に関して現状で充分と感じている学校も す時間が多くなるため,通常学級担任による指導の比

あるが,ノートティクや手話通訳などの手段を学校生 重が大きくなり,通常学級担任も難聴児に関する専門

活の場面を利用して子どもに経験させたいと考える保 的な知識を持たずして適切な支援が行われることは困

護者もおり,現状ではノーマライゼーションの意識は 難であると考えられる。校内,校外での研修や勉強会

保護者側の方が高いことが推察された。今後は,学校 など,教員が学習する機会が必須となる。通常学級で

生活の中で板書の活用や印刷物の多用,字幕付きビデ も様々な障害をもつ子どもが在籍することになると考

オの視聴,ノートティクやパソコン文字通訳,手話通 えると,それぞれの子どもに均等に適切な支援がされ

訳などの方法を用い,いつでも確実に難聴児に情報を にくくなる可能性もある。目の行き届いた学級運営を

送ることが必要である。すぐに実践できる試みから, 行うために,補助教員の配置などが検討される必要が

学校の外部からの協力を得なければならないものまで, ある。

情報保障の手段は様々であるが,学校がどこまで保護 いまだに受け入れの基盤が万全でない通常学級にお

者の二-ズに応え,どこまでを学校の役割と考えるか いて,制度だけが整ってもその後の実践が伴わない可

ということが,地域の学校の考えるべき課題である。 能性もある。通常学級での難聴児指導の支えともなる

難聴児の理解を基盤にし,個々の難聴児に適切な支援 難聴学級・難聴児教室が廃止されれば,この問題はさ

が積み重ねられていくことが期特される。難聴児によっ らに深刻となると予想される。「聾児は同じ障害をも

-5-



岩田:地域の学校で学ぶ難聴児の保護者における教育的ニーズに関する検討

つ集団(学級や学校)の生活を通して安定的に生きる

力を伸ばしていくが,一般の学級集団に一人だけ在籍

する場合は,集団への同化を強いられ,自己主張の機

会が与えられることが少なく,生きる力は育ちにくい｡」

と小畑(2003)が指摘するように,難聴学級・難聴教

室廃止により難聴児教育の目的が失われてしまう恐れ

がある。難聴学級・難聴教室に通級することで,通常

学級で感じているストレスを和らげたり,同じ障害を

もつ仲間との関わりから学んだりする難聴児がいるこ

とからも,現在の制度である難聴学級・難聴教室は個

別に特別な指導を行うためだけの存在ではないことが

わかる。自立活動における種々の指導においても,現

在のように教科の補充も含めた日頃の難聴児の生活の

様子も踏まえた上で個々の課題を探り,長期的な展望

を特って指導されることが望ましい。 しかし特別支援

教室では専門的な指導の時間だけ通級することになり,

担当教員が難聴児と直接関わる時間も減り,限られた

短い時間では通常学級や家庭での生活に連続性を持た

せた指導をすることが困難になる。今以上に,難聴児

の指導にかかわる全ての大人が連携し,情報を頻繁に

交換し合うことが必要となることは間違いないだろう。

難聴児教育を取りまく環境が変化すると共に,難聴

児や保護者と地域の学校との関わりも変化してきた。

多様化する難聴児と保護者の二-ズに応えるために,

難聴学級・難聴教室担当教員の専門性の向上や通常学

級担任の理解と指導力が求められていることがわかっ

た。今後も,難聴児への教育的支援を考える時は,保

護者,地域の学校,難聴学級・難聴教室,その他専門

機関などの連携の中央にはいつも難聴児を据えて,難

聴児の立場になって本当に必要な支援を見つけていか

なければならない。


